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中国に進出する日系企業の人材戦略 
－ ローカル企業の人的資源管理を踏まえて － 
 









































る人的資源管理(HRM : Human Resource Management)である。HRM と呼ばれる人事労務管理を一
般には「人的資源理念に基づく労働管理」、すなわち、「新たな従業員観に指導される労務管理
のあり方である」と定義している1。 














                                 































なった。現在、一般的に新入社員は 1 年契約、幹部社員は 3 年、社長・総経理は 5 年契約とい
う雇用システムである。また、契約期間で期待された成果を達成した社員には、昇給・昇格と
雇用契約の延長が提示される。雇用契約と成果主義は、ブルーカラー職種に対して、出来高払
                                 
3 胡鞍鋼［2002］6－8頁、胡鞍鋼［2004］を参照(胡氏の現職は清華大学教授、清華大学国情研究センター
主任)。 
4 『人民日報』(1986 年 9 月 10 日)による。 

















国した者は、合計 35 万人に達した。1996 年、中国教育部の「春暉計画」が「留学支持、帰国
を奨励し、出国・帰国自由」という国家の留学政策に基づき、外国にいる中国の留学人材から









15 カ所、専門教育訓練機関 8カ所、関連企業 9社がある。科学的、専門的にそのシステムを普
及するため、米国プロジェクト管理協会の協力を得たうえ、中国人 25 人の上級訓練士が養成さ
                                 
5 「ワースト淘汰制」の原型は、米国 GE の「バイタリティーカーブ方式(活生化曲線)」である。ジャック
・ウェルチ［2001］を参照。 

















2004 年度、日本の対中直接投資額は 54.52 億ドルに達し、史上最高記録を記録した。また、










中国の求人求職大手である中華英才網が 2005 年、全国 600 大学の大学生に希望就職先のアン
ケート調査を行った。表１を示すように、上位 50 社の中、日系のソニー(第 17 位)、松下電器
                                 
6 新華社通信「2004 年 8 月 20 日」の報道による。 
7 中国商務部の統計による。 
－ 25 － 
産業(第 32 位)、トヨタ(第 46 位)がランクインされた8。また、上位 10 社にはローカルの海爾(第
1位)、聯想(第 4位)などの 4 社が上位に占め、IBM、P&G、シーメンスなどの欧米企業名が上がっ
ている。 
 
表１ 2005 度中国大学生の人気就職先企業ランキング 
 企業名 企業名 企業名 企業名 企業名 
1 海爾 11 TCL 21 Wal-Mart 31 CiscoSystms 41 中国人民銀行 
2 IBM 12 中国電信 22 中国銀行 32 松下電器 42 Ogilvy 
3 Microsoft 13 インテル 23 UNILEVER  33 中国一汽 43 J＆J 
4 聯想 14 サムスン 24 PWHC 34 万科集団 44 PHLIPS 
5 P＆G 15 ノキア 25 HSBC 35 ネスレ 45 娃哈哈 
6 GE 16 HP 26 CITIBANK 36 中興科技 46 トヨタ 
7 モトローラ 17 ソニー 27 McKinsey 37 LG電子 47 明碁 
8 華為 18 コカ・コーラ 28 上海大衆 38 中国石化 48 神州数碼 
9 中国移動通信 19 デル 29 ベル 39 シェル 49 オラクル 
10 シーメンス 20 中国聯通 30 長虹集団 40 アムウェア 50 海信集団 













                                 
8「2004 年度大学生就職先企業人気ランキング」の調査によると、トップ 50 社の中、ソニーと松下の 2 社
しか入れなかったと発表された(中華英才網・2004 年 8 月)。 
9 中国人的資源開発網による(2005 年 3 月 16 日)。 
http://www.chinahrd.net 
－ 26 － 
項目 クラス別 日系 欧米系 項目 ランク別 日系 欧米系 
経営者 7.8% 16.5% 平社員 200 800 
離職率 




管理層 2,000 3,000 
ホワイトカラー 3.2 4.5 住宅基金 17.60% 7.90% 




万元 経営者 12 23
福祉 






















成果主義より仕事の生きがいを重視―金融機関 AB 社のケース 
上海市に立地する AB 社は 2002 年に設立され、日本有数の銀行グループ A 社の上海支店であ
る。A 社は 1981 年から中国に進出し、現在 4 支店、5 事務所で中国業務を展開している。上海
拠点の AB 社はグループの現地経営ノウハウを生かし、好調な業績を示している(図 1)。現在、




















 一方、AB 社の人材育成に関しては図 2 を示すように、社員が約 300 人在籍しているが、実質







                                 
10 AB 社支店長のヒアリングによる。 
－ 28 － 






























                                 
11 AB 社人事部長のヒアリングによる。 









03年上期 03年下期 04年上期 04年下期 2005年8月
現地社員数 派遣社員数
－ 29 － 
出来高払い制の脱構築と多能工の育成―電子部品メーカーSＵ社のケース 
S 社は生産拠点の最適化と中国市場開発のため、2002 年に初めての海外生産拠点である「蘇
州 SU 電子」(SU 社と略称)を設立した。SU 社が主に半導体の製造装置、自動組立機械、搬送な
どに使用するセンサを生産・販売を行っている。中国拠点の稼働により、S 社のグローバルコ
ストに対応する生産拠点も備えた供給体制を整えることができた。 
SU 社の立ち上げ当初、従業員はわずか 36 人(ワーカが 25 人、管理者 11 人)であった。その
後、事業が順調に拡大され、2005 年 9 月現在、従業員は 129 人になり、うちの 101 人が生産に
配属され、日本人が 4 名というものであった。また、業績については操業 3 年目の 2004 年に、
いち早く赤字体制を脱出したのである(図 3)。 
 





























































































Beer, Michae[1990]MANAGING HUMAN ASSETS : The Groundbreaking Harverd Business School 
Program(梅津祐良、水谷栄二訳、『ハーバードで教える人材戦略』、日本生産性本部、1990
年) 





                                 
13 中国では、企業が有能な人材を確保するため、高学歴者、技術者に優遇される傾向にある。しかし、現
場労働者に対して、相変わらず低賃金体制、短期労働契約の続く現状である。 






湖北武漢』(2004 年 9 月７日) 
中国人的資源開発網 HP    http://www.chinahrd.net 
中華英才網 HP        http://www.chinahr.com 
中国商務部 HP        http://www.mofcom.gov.cn/ 
 
 
 
  
